
Ⅰ問  題 

中央教育審議会（2012）の「共生社会の形成に向けたイン

クルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進

（報告）」では，インクルーシブ教育を段階的に進め，小・中

学校における通常の学級，通級による指導，特別支援学級，

特別支援学校など連続性のある「多様な学びの場」を用意し

ておくこと，インクルーシブ教育システムを構築するために，

すべての教員は，特別支援教育に関する一定の知識・技能を

有していることを求めている。さらに，中央教育審議会答申

（2015）の「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向

上について」における「（４）新たな教育課題に対応した教員

研修・養成」では，「発達障害を含む特別な支援を必要とする

幼児，児童， 生徒に関する理論及び指導法について，教職課

程に独立した科目として位置付け（ること）」が指摘されてい

る。本研究ではインクルーシブ教育を見据えた教員養成内容

の段階を基礎，初級，中級，上級の４段階に区分し，それぞ

れの教育プログラムを開発することを目的として研究を進め

てきた（磯貝他,2013; 磯貝他,2014；磯貝他,2015；磯貝

他,2016）。今回は，基礎プログラムについて検討するための

基礎調査結果について報告する。 

 

Ⅱ目  的 

本報告では，中学校教員のインクルーシブ教育に関するニ

ーズを明らかにすることを目的とする。 

 

Ⅲ研 究 方 法 

１ 調査対象：Ａ市内の中学校教員 274 名に調査票を配布し，

182 名の調査票を回収した（回収率 66.4％）。さらに, 通常学

級担任 132 名の中から今回は障害生徒の指導経験・特別支援

学校教諭免許状・特別支援教育コーディネーター経験等が無

い 41 名を分析対象とした。基本情報を表 1に示す。 

 

表１．中学校の教員 （41 名） 
 平 均 年齢範囲 標準偏差 
年齢 43.3 歳 27～56 歳 8.01 

教員経験年数 20.5 年 3～32 年 8.77 

２ 手続き 
（１）調査内容：回答者の基本情報・交流及び共同学習・障

害生徒を含む学級担任・教員がインクルーシブ教育を行うた

めに必要と思われる事柄・インクルーシブ教育を見据えた教

員養成に必要な科目や学習内容，他 

（２）調査期間： 20XX 年 6 月下旬～8月下旬 

（３）倫理的配慮：調査にあたって，個人が特定されないこ 

と，得られたデータは調査目的以外で使用しないこと，調査 

協力は任意であることなどを明示した。 

 

Ⅳ結果と考察 

１ 特別支援教育に関する研修の受講状況 
特別支援教育に関する研修を過去５年以内に受講した教員

は全体の３分の１程度であった（13 名（31.7％））。 

２ 交流及び共同学習の経験 

 28 名（68.3％）の教員が交流及び共同学習の経験をもって

いた。授業，行事，給食などの機会に行われることが多く，

頻度は「週 1～数回（39.3％）」，次いで「毎日実施している

（32.1％）」が多かった。課題としては，「個々への関わりが

わからない」「他の生徒との関わりが難しい」「教職員間の情

報の共有や共通認識がもちにくい」が挙げられた。 

３ 障害生徒を含む学級の担任経験 
 39％の教員が障害生徒を含む学級の担任を経験していた。

障害種は多様であり，特に知的障害，学習障害，情緒障害が

多かった。障害のある児童を支援する上で最も困難なことは，

「集団行動」が最も多く，次いで「仲間関係」や「教科指導」

が挙げられた。これらの生徒への支援の工夫としては，生徒

の実態に合わせた教材や学級経営の配慮が行われていた。一

方，当番活動等では他の生徒と同等の対応を心掛けていた。 

４ 教師がインクルーシブ教育を行うために必要な事柄 
 教師がインクルーシブ教育を行うために必要な事柄 14 項

目について 5 件法で回答を求め，5 点を最高得点（非常にそ

う思う）として点数化した。その結果，最も必要とした事柄

は，「多様な障害に関する知識と理解」，｢教科指導の具体的な

方法・技能｣，「保護者理解や相談の知識や技能」であり，次

いで「他機関との連携や活用の仕方」「多様な子供を含む学級

経営の仕方」「校内支援体制の効果的な活用の仕方」が同得点

であり，次いで「生徒の実態把握の技能」であった。これら

7 項目は 4 点以上，それ以外の項目も 3.8 点以上と高く，全

体的に必要とされる項目が多かった。 

５ 障害の重い生徒を受け入れることへの意見と必要な支援 
障害の重い生徒を受け入れることへの意見は，「どちらとも

言えない(58.5%)」が最も多く, 「反対(24.4%)」,「賛成（4.9%）」，

「わからない(7.3%)」であった。受け入れる際に必要な支援

について，第１位では「専門的知識や技能を有する教員の配

置」「複数担任制」「教員の研修」の順に多く，第２位では「専

門的知識や技能を有する教員の配置」, 次いで「特別支援学

級や通級指導教室との併用」と「複数担任制」が同数であり，

「教員の研修」の順に多かった。第３位では，「特別支援学級

や通級指導教室との併用」「教員の研修」の順に多く，「専門

的知識や技能を有する教員の配置」と「複数担任制」が同数

だった。以上, 障害の重い生徒を受け入れる際には「専門性

の高い教員」や「複数担任制」が特に求められていた。 
６ 今後，教員養成のカリキュラムに必要な科目や学習内容

等への意見 
 インクルーシブ教育を見据えた教員養成に必要な科目や学

習内容についての意見を自由記述で求めた。それらを「専門

的知識」，「指導方法」，「必修化」，「教育実習等」，「その他」

に区分した。その結果, 中学校教員にも特別支援教育の「専

門的知識」を必要だとする意見が多かった。さらに，多様な

障害に対応するために，充分な臨床経験や関係機関との連携

の仕方を学ぶことの重要性を指摘する意見もあった。 
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